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令和4年度（令和4年4月1日～令和5年3月31日）



経営理念

ご 挨 拶
　平素より、PS保険をお引き立て賜り、誠にありがとうございます。
　2023年に入った今も、昨年世界が震撼したロシアによるウクライナ侵攻は、コロナ
から回復しつつあった世界経済を混乱させ、依然として世界秩序に大きなマイナス影響
を与えています。この侵攻による供給サプライチェーンの分断により、世界的なインフ
レが進行しております。
　こうした地政学的なリスクの不確実性も継続するとの認識を改めて持ち、常に不確実
性の高い環境を想定し「備える」思考を持つことが重要だと考えております。
　ペットサポートのPS保険は、「愛犬・愛猫と安心して暮らしたい」そんな思いから生まれたペット保険です。
一般社団法人ペットフード協会の「全国犬猫飼育実態調査」によりますと、ペットの平均寿命は2018年では犬
14.29歳、猫15.32歳であったものが、2022年では犬14.76歳、猫15.62歳と伸びており、ペットの長寿
化が進んでおります。一方で高齢になれば人間と同様に傷病も増え、加えてペット医療の高度化により高額治療
が必要になることもあります。そこで当社では、「多くの飼い主さまが無理なく加入でき、長く続けてもらえる
ペット保険」を目指して、2008年よりPS保険の普及につとめてまいりました。ペット保険によって飼い主さ
まが必要なときにためらうことなく、愛する家族の治療に専念できる一助になると考えております。
　また、当社は「動物が安心して人と共存できる社会の実現」を経営理念としており、企業の社会的責任を果た
すための活動にも取り組んでおります。持続可能な社会の実現貢献のために取組むべきSDGsとして、「ペット
の健康に関する情報発信」、「災害対策付き迷子札のご提供」、「国際セラピードッグ協会の活動支援などの殺処分
ゼロに向けた取り組み」を行っております。当社のロゴマークには、同じ方向を見つめて寄り添うペットと人の
姿が描かれています。その後姿を見守る目線こそがわたしたちであり、ペットの一生に寄り添う飼い主さまを見
守り、サポートしたいという私たちの思いが込められています。ペット保険のご提供のみならず、人間とペット
のSDGsを通じて社会的責任を果たしていきたいと考えております。
　お陰さまをもちまして、当社の保有契約件数は2023年3月期において18万件を超えており、前年度比
117.3%の伸展率を示しております。また、ご加入いただいたお客さまにご評価いただき、日経トレンディ[ペッ
ト保険部門]で3年連続大賞を受賞いたしました。こうした実績・評価を得られましたのも、ご契約者さま、代
理店さま、協力会社さまなど、関係の皆様のご支援の賜物と心よりお礼申し上げます。
　今後も、より質の高いサービスの提供に取
り組んでまいります。変わらぬご支援・ご愛
顧を賜りますようお願い申し上げます。

ペットメディカルサポート株式会社
代表取締役　米 満 明 仁

（愛犬：チョコ）

1
Philosophy

No.

動物たちとの生活を安心して過ごしていただくために、動物の健康、
社会化（マナー等）に積極的に取り組み、動物たちが安心して人と共存できる
社会の実現を目指し、ペット保険の普及に努めます。

2
Philosophy

No.
お客さま本位のサービスを心がけ、社員、代理店にコンプライアンスの徹底を
はかることによりお客さまから信頼され、選ばれる企業となります。

3
Philosophy

No.
社員が個性を生かし能力を発揮できる環境の整備に努め、社員それぞれが
自分の夢を実現できる企業を目指します。
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沿革

ペットメディカルサポート共済会設立「ペットメディカルサポート共済」を販売2004年 9月

改正保険業法の施行を受け、改正特定保険事業者の届出2006年 9月

スマートフォンに対応するホームページへ改定（レスポンシブ対応）2013年 4月

少額短期保険会社への準備会社として
ペットメディカルサポート株式会社を設立

2007年 4月

インターネットによる加入申込みを開始2009年 7月

補償タイプ「約定支払率70％」の販売を開始2010年 4月

オンライン加入で月払方式の取り扱いを開始2016年 8月

保有契約件数5万件達成2017年11月

24時間365日対応の獣医師ダイヤルサービス（ご契約者さま専用）を開始2018年 9月

24時間365日対応の保険金請求受付（ホームページに新設）を開始2019年 1月

（企業ロゴ） （商品ロゴ）

企業ロゴおよび
ホームページリニューアル

2014年 7月

2008年3月 少額短期保険業の登録を完了　関東財務局長（少額短期保険）第24号

2008年 5月 ペット保険「PS保険」の販売を開始

（当時のロゴ）

保有契約件数10万件達成2020年 3月

本社移転（東京都港区　青山タワープレイス）2020年 6月

幡ヶ谷オフィス開設2021年 2月

保有契約件数15万件達成2021年11月

保有契約件数18万件達成2023年 3月

ペット保険市場について
　ペット保険の市場は、2018年度末から2021年度末までの3年間で前年度比114.2％～114.8％となって

おり、年平均114.6％で伸展しています＊1。また、昨今は、新型コロナウイルスの感染拡大で多くの人々の生活

は変化し在宅時間が増えた影響もあり、ペットと過ごす時間、接する頻度が増えておりペットへの関心は高まりを

見せています。

　一方、動物愛護管理法では、動物の飼い主は、その動物が命を終えるまで適切に飼養する「終生飼養」の責任が

あり、都道府県等は終生飼養に反する理由による引取り（老齢や病気を理由とした引取り等）を拒否できるように

なりました。これにより、ペットに適切な医療を施す必要性が高まっており、ペット保険マーケットの伸びもこう

いった背景が影響しているものと考えます。

　しかしながら、日本におけるペット保険の加入率は、16％程度と推定され＊2、スウェーデンやイギリス等の加

入率（30 ～ 50％）に比べ低いと考えられます。

　今後、ペットの家族化や獣医療の発展、および、ペット保険の認知度向上に伴い、ペット保険の需要は更に高

まっていくものと考えられます。ペット保険のマーケット規模は、今後も114％程度の伸展が継続するものと予

想され、2026年度には2020年度の2 倍以上に成長することが見込まれております。
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＊1　ペット保険を取り扱う損害保険会社・少額短期保険会社17社の内、
　　 ホームページでペット保険の収入保険料を開示している15社の合計保険料を当社独自に集計し、年度伸展率を算出しております。
＊２　ペット保険を取り扱う損害保険会社・少額短期保険会社17社の内、
　　 ホームページでペット保険の保有件数を開示している7社の合計件数を当社独自に集計し、
　　 全国の犬猫飼育数（出典：一般社団法人ペットフード協会「令和4年　全国犬猫飼育実態調査」）にて除することで推定しております。

ペット保険収入保険料の推移と予測
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２０２２年度の現況
　保有契約件数、収入保険料、および保険金支払件数ともに順調に推移しており、多くのお客さまに当社のペット

保険をご利用いただいています。

収入保険料

57億円を突破

20212019 2020 （年度）

（単位：百万円）
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117.3％

※通院・入院・手術について、それぞれの回数を
　集計しています。

保険金支払件数

12万件を突破

2020 20212019 （年度）
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123.8％

保有契約件数18万件を突破

代表的な経営指標

企業の全ての資産を合算した「資産合計」
のことをいいます。貸借対照表（B/S）
の資産の部における「流動資産」と「固
定資産」と「繰延資産」の３つの合計を
いいます。

収入保険料に対する、支払保険金に再保
険会社との保険契約のやりとりと保険事
業上の経費の合計額の割合のことであり、
保険会社の経営分析や保険料率の算出に
用いられるものです。

総資産額

項　　　目

正味収入保険料

コンバインド・レシオ

コンバインド・レシオ （再保険控除前）

保険引受利益

経常利益

当期純利益

単体ソルベンシー・マージン比率

総資産額

純資産額

2020年度

381,066

45.4%

91.3%

28,627

28,629

14,953

547.2%

1,585,716

130,539

2022年度2021年度

473,460

32.6%

90.3%

137,379

137,384

63,609

594.9%

2,168,908

194,149

2019年度

288,839

93.9%

95.1%

△6,704

9,619

11,177

634.8%

1,167,215

115,586

567,559

14.4%

88.8%

259,826

259,836

106,734

703.3%

2,816,329

300,883

（単位：千円）

コンバインド・レシオ
（再保険控除前）

20202019 （年度）
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　動物保護団体等が、殺処分される前に保護した犬
や猫のことを一般的に「保護犬」「保護猫」と呼びます。
日本では「動物の愛護及び管理に関する法律」に基づ
き、各都道府県に動物愛護センターが設置されてい
ます。同センターに保護された犬や猫は一定期間経過
後に殺処分されます。動物愛護センター、動物愛護団
体、ボランティア活動による努力、譲渡会の一般の
方への認知向上と動物愛護精神の高まりにより、
年々殺処分の数は減少しているものの、残念ながら
殺処分はまだ行われています。

　当社では、1日も早い殺処分ゼロに向けて、積極的
にペットを救う活動をしている団体の支援を行って
います。「一般財団法人国際セラピードッグ協会」の
活動支援や、先天的なハンディキャップがあるため
に、一般的な流通システムからはじかれてしまう子
犬たちの飼い主さんを探す「子犬のしあわせエージェ
ント」を行う「 一般社団法人ユニーク・ドッグ・ジャ
パン」の活動を応援し、殺処分ゼロに向けて取り組ん
でおります。

2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2017 20182016 （年度）

（単位：千頭）
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出典：2021 年度 環境省「犬・猫の引取り及び負傷動物の収容状況」をもとに当社にて作成
※1 殺処分数を引取り数で除したものです。

犬・引取り数 猫・引取り数 犬・殺処分率※1 猫・殺処分率※1

地域・社会に対する取り組み
殺処分ゼロに向けた活動支援

　キャンペーン応募総数1,094件の中から見事に当社を選んでいただきました。
　2022年7月より2023年3月末までテレビCMや当社のホームページを鮮やかに飾っていただき、わんちゃ
んが好きなお2人の優しい笑顔をお届けしました。おかげさまで、お客さまから暖かいお声をたくさんいただき
ました。

２０２２年度のトピックス
KinKi Kids CDデビュー 25周年記念CM企画キャンペーンにて

「PS保険」のCMに!!

一般財団法人国際セラピードッグ協会より
感謝状を贈呈されました

　一般財団法人国際セラピードッグ協会 創始者で音楽家の大木ト
オル代表より、同協会の活動を支援し、社会貢献したことに対して
感謝状が贈呈されました。
　同協会では、殺処分ゼロへの活動を積極的に行っており、各地の
愛護センターなどから保護した犬をセラピードッグに育成すること
により、保護犬が第二の犬生をセラピードッグとして生きられるよ
うに、育成・啓発活動を行っております。

お客さまの利便性向上に向けた取り組み
①お客さまの利便性向上と会社業務の効率化を目的に
　新たにFAQツールを導入しました。

　FAQコンテンツの制作、制作したコンテンツのホームページへの掲載を開始しました。
お客さまが誤ったキーワードで検索してもFAQコンテンツの結果に表示されやすくなるよう調整しました。

②お客さまの利便性向上に向けたシステム対応（WEBサイトの改善）しました。
　ご契約者さまページを変更し、電話のみの受付となっていた以下の変更手続きを「web完結」および「書類
ダウンロード」可能としました。

③コールセンター受付時間変更（拡大）しました。 

ペット保険大賞を受賞
　当社商品である「PS保険」は、保険料と補償内容のバランスの良さから、『日経トレン
ディ』2022年5月号「保険大賞2022」の「ペット保険」分野におきまして、調査対象ペッ
ト保険会社8社の中で最もメリットが大きいと判断いただき、「ペット保険部門大賞」を受
賞いたしました。

・web完結：住所変更、改姓など
・書類ダウンロード：契約者変更、解約手続きなど

（１）変更時期　2023年4月1日（土）から
（２）受付時間
 新規お客さまご相談窓口／資料請求受付

変更前（平　日）9：30 から 19：00 
　　　（土曜日）休　　業
変更後（平　日）8：00 から 19：30 
　　　（土曜日）9：00 から 18：00
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当社の商品・サービス

補償内容

当社はペット保険の ＰＳ保険（家庭動物保険）を取り扱っています。

上記は商品の概要になります。保険募集を目的としたものではありません。
詳しくはパンフレットまたは当社のホームページをご覧ください。

https://pshoken.co.jp
Attention
ご 注 意

犬・猫のケガ・病気の診療費に対し、ご加入いただいた補償プランにより
お支払い対象となる診療費の 50％、70％、100％ をお支払いします。1

通院補償 は、 すべてのご契約にセット しています。2

保険期間は 1年間 。 更新は 終身 です。3

犬・猫の年齢、犬種によって 保険料 を 区分 しています。4

主な特徴

20,000円

30日限度

支払限度額 1日につき

入院補償

100,000円

2回限度

支払限度額 1回につき

手術補償 車イス補償
　（QOL維持費用担保特約）※

10,000円

20日限度

通院補償

支払限度額 1日につき

100,000円

支払限度額

自動セット

ペットセレモニー費用（火葬費用等担保特約）
支払限度額 30,000円

オプション

※本補償は事故に起因する場合のみ適用

年間
最大

年間
最大

https://pshoken.co.jp/contract/

お客さまサポート体制
　当社では、主に通信販売方式による保険募集を行っております。

　通信販売方式においては、インターネット申込みおよびコールセンターを経由した資料請求に基づくダイレクト

マーケティングを実施しております。インターネット、電話等を介していてもお客さまとは Face to Face の精

神を常に心がけております。

お客さまの状況にあわせて、2 つの電話サポート窓口を整備し、お悩み事の早期解決をお手伝いします。

　お客さまの利便性をさらに高めるためホームページから、必要なお手続きを

行えるように整備を続けています。

　2019年1月には、ホームページからいつでも保険金請求のお手続きを開始

できるようになりました。

　「ご契約者さまが、いつでも安心感を得られるペット保険」をコンセプトに、

24時間、365日、獣医師にペットのことを電話で相談できる「獣医師ダイヤル」

のサービス（※）を提供しています。
※Anicli24（アニクリ24）が提供する獣医師による電話医療相談サービスです。
※当サービスでは保険に関する相談はお受けできません。
※通話料はお客さまのご負担となります。

新規お客さま
ご相談窓口・
資料請求受付 0120-535-797 受付時間

平日 8:00～19:30
土曜 9:00～18:00

（日・祝日・年末年始を除く）

電話で資料請求されたいお客さま、PS保険のお申込をご検討中のお客さまの
疑問にお答えするための相談窓口です。 通話料

無料

お客さま
サービスセンター 0120-335-573 受付時間 平日 9:30～17:30

（土・日・祝日・年末年始を除く）

保険金のご請求や、ご契約内容の変更等に関するお問い合わせ、
お手続きを行うための窓口です。 通話料

無料

電話サポート

インターネットサポート

獣医師によるサポート

ホームページ
（ご契約者さまページ）
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保険募集

●代理店による保険募集

　代理店は少額短期保険会社との間で締結した少額短

期保険代理店委託契約に基づき、保険会社に代わって

保険募集を行います。当社では、主に保険会社のため

に保険契約の媒介を行う媒介代理店を通じて保険募集

を行っています。

●通信販売による保険募集

　通信販売での保険加入では、当社からお送りする資

料等の内容をご確認のうえ、保険契約のお申込みと保

険料のお支払いをしていただき、手続き完了となりま

す。また、当社では、資料請求をされなくても、ホー

ムページで商品内容の確認や保険料の見積もりをする

ことができます。

　あわせて、ホームページで、保険契約締結を完了さ

せることができます。

当社ホームページ　https://pshoken.co.jp/

●クーリング・オフ制度(契約申込みの撤回等)につ

いて

　本来、保険期間が1年以下の保険契約については、

クーリング・オフ制度の対象とはされていませんが、

当社は、初年度契約に限り（継続契約は対象となりま

せん）、クーリング・オフの対象としています。

　この場合、お客さまが「ご契約をお申込みされた日」

または「クーリング・オフに関する説明書を受け取っ

た日」のいずれか遅い日から8日以内であれば、郵

便またはEメールにてお申込みの撤回を行うことがで

きます。

●契約内容の確認に関する取り組み

　当社ではお客さまの希望される補償内容等に沿って

いるか、契約締結前にご確認いただいたうえで、お申

込みいただいています。また、ご契約の内容やお引受

け条件等については、契約成立後にお届けする保険証

券や継続通知証等でご確認いただけます。

●代理店の役割と業務内容

　代理店は少額短期保険会社である当社と少額短期保

険代理店委託契約を締結し、これに基づき当社の代わ

りに保険募集を行い、お客さまとの間で保険商品の内

容の説明や、保険契約の媒介をすることを基本的業務

としています。

　代理店は少額短期保険に関して、お客さまと保険会

社のパイプ役としてお客さまに様々な情報を提供し、

家族の一員であるペットに対する医療費用保険等を通

じて、お客さまの生活の安定に向けてお手伝いをする

という社会的役割を担っています。

●代理店登録

　少額短期保険代理店として保険募集を行うために

は、保険業法第276条に基づき主務官庁に登録しな

ければなりません。また、代理店の役員・使用人とし

て保険契約の募集を行う人は、保険業法第302条に

基づき、主務官庁に届け出なければなりません。

　当社では、代理店で保険募集に従事する人は、一般

社団法人日本少額短期保険協会が運営する「少額短期

保険募集人試験」に合格することなどを要件としてい

ます。

●代理店教育

　当社の代理店および募集人は、商品内容をはじめ、

コンプライアンス、事務処理等について業務知識に関

する研修を受けており、常に適切な保険募集ができる

よう努めています。

●代理店数

　当社の代理店数は、2023年3月31日現在、全国

で44店です。

契約締結の仕組み 代理店

保険金のお支払い

●保険金請求の仕組み

　お客さまが、動物病院で診療費をお支払いいただ

き、当社所定の書類を当社に郵送することで、保険金

をご請求いただけます。必要な書類が全て当社に到着

した後、原則20日以内※に保険金をお支払いします。

※保険金をお支払いするために特別な確認・調査・照会等が必要と
なった場合には、別途お支払いまでの日数を定めます。

■無料通話ダイヤルによる保険金請求窓口の設置
保険金請求専用の無料通話ダイヤルを設置して
おります。

■ホームページでの保険金請求連絡窓口の設置
24時間365日、ホームページより保険金請求
の連絡を行うことができます。

■ホームページから保険金請求書類をダウンロード
ホームページより保険金請求書類等をダウン
ロードすることで当社への連絡後すぐにご請求の
お手続きをすることができます。

■支払査定および事実確認の体制
保険金お支払可否の判断にあたり、事実の調
査・確認を十分に行う体制を整備しております。
高度な医学的判断を要するものについては獣医師
に、法的判断を要するものについては顧問弁護士
の意見を求める体制を整えています。

■保険金をお支払いできない場合の対応
始期前発症などにより保険金をお支払いできな
い場合もあります。その際には、担当者より電話
または書面にてご連絡させていただく手続きをし
ております。

保険金のお支払いまでの流れ
　保険金のお支払いは最も重要な業務の一つです。保険金のお支払いを適切かつ迅速に行うことで、お客さまに「安心」

をお届けすることができると考えています。それゆえ、保険金のお支払いに係る態勢の整備に日々努めてまいります。

保険金請求の流れ
動物病院などへ当社から直接治療費をお支払いすることは

できませんので、あらかじめご了承ください。

保険金請求のご連絡
STEP

02

当社より保険金請求書を
郵送します

STEP

03

[受付時間]24時間365日

当社ホームページにて
保険金請求の受付をし
ております。
お電話は不要です。 （                  ）

[受付時間]平日9：30～17：30

土・日・祝日および年末年始の
当社休業日を除く

0120-335-573無料通話
ダイヤル

1 2
3

4 5
6

7 8
9

# 0
*

Funcion
Flash

Mude

スマートフォン・パソコン お電話

または

保険金のお支払い
STEP

05
当社にて、支払保険金の額を算出し、保険金を
被保険者のご指定口座へお振込みいたします。

保険金請求書類の送付
STEP

04
保険金請求書の必要事項（被保険者記入欄）を記入し、
診療明細書（領収書）を同封のうえ、
当社に送付ください。

治療費のお支払い
STEP

01
動物病院での診療を受けられたら、診療費全額を
お支払いいただき、診療明細書（領収書）をお受け
取りください。

注：上記は、保険金請求の仕組みの概略を示しております。保険金のご
　　請求にあたっての詳細は、当社ホームページ「ご契約者さまページ」
　　に記載しております。
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　｢ＰＳ保険に加入してよかった。」とお客さまにご満足いただけることが、私たちの何よりの喜びです。お客さま

からいつも信頼され、いつもそばにいて安心をお届けできるよう、これからも努めてまいります。

お客さまから寄せられた感謝のお言葉「お客さまの声」への対応

　当社は、お客さまから寄せられる様々な声を、前向きかつ積極的に受け止めるとともに、迅速かつ的確に行動
し、お客さまサービスの向上を図ることが重要であると考えています。お客さまからのご意見・ご要望は、お客
さまが要求するサービスのレベルと当社が提供するサービスのレベルの差が具体的に表面化したものであると認識
しており、お客さまからの「相談」「苦情」 を貴重な声として受け止めています。当社は「お客さまの声」を当
社の業務改善に反映させ、より一層、お客さまにご満足いただけるサービスを提供できるよう、努めてまいり
ます。

　当社における「苦情」とは、「お客さまからの不満足の表明」としています。当社にお客さまから直接申し立て
られたものだけでなく、財務局、国民生活センター、日本少額短期保険協会等の外部機関や代理店、動物病院等を
経由して当社に連絡があったものも含みます。 また、「お客さま」とは、当社との保険契約の有無を問わず、広く
一般の消費者を指します。

　当社に対するご意見・苦情につきましては、お客さまサービスセンターへご連絡ください。また、当社との間で
問題が解決できない場合は、指定紛争解決機関として、一般社団法人日本少額短期保険協会「少額短期ほけん相談
室」（以下「少額短期ほけん相談室」）をご利用することもできます。

指定紛争解決機関について

　当社との間で問題を解決できない場合、「少額短期ほけん相談室」に解決の申し立てを行うことができます。
　なお、一般社団法人日本少額短期保険協会は、保険業法第308条の2第1項（平成22年10月1日施行）に基づく「指定紛争解
決機関」の指定認可を平成22年9月15日、金融庁長官より取得しております。
　また、当社は、「指定紛争解決機関」として、一般社団法人日本少額短期保険協会と契約を締結しております。

0120-335-573PS保険お客さまサービスセンター

9:00～12:00、13:00～17:00受付時間 月曜日から金曜日（祝日ならびに年末年始休業期間を除く）受付日

9:30～17:30受付時間 月曜日から金曜日（土曜・日曜・祝日ならびに年末年始休業期間を除く）受付日

通話料
無料

通話料
無料

URL:http://www.shougakutanki.jp/general/consumer/consult.html

一般社団法人　日本少額短期保険協会「少額短期ほけん相談室」

0120-82-1144 03-3297-0755

ホームページアドレス　https://pshoken.co.jp/inquiry/
お申し出は、お電話またはホームページよりお願いいたします。

「お客さまの声」に対する当社の取組方針

当社における「苦情」の定義

当社に対するご意見・苦情の受付について

PS保険 ご担当者様

お礼の言葉

愛犬レオンが、1月3日ガンで旅立ちました。
こうがん剤の（パラディア）のお陰で、余
命1ヶ月位なのが、4ヶ月がんばれました。
ペット保険のお陰で、金銭的な面でとて
も助かりました。
愛犬家の知り合いにも、この保険は、安く
もなく高くもなく支払もスピーディなので
宣伝（笑）しました。
じゅう医さんダイヤルも何回か利用して本
当によかったです。
PS保険さんのいつもふせんであたたかい
メッセージ、いつもうれしく思いました。

いつも、ホントに、お世話になり

ありがとうございます。

ペットメディカルさんの保険が

1番親切で助かってます。

いつも、明細の返送の際には、

お言葉のメモまで、つけて頂き

感謝です。

ありがとうございます。

これからも宜しくお願いします。

回りの方にも是非ともおすすめ

したいです。

レオンちゃん
♂

レオちゃん
♂

ルークちゃん
♂
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　ペットメディカルサポート株式会社は、今般、お客さま本位の業務運営方針を以下の通り定め、動物たちが安心

して人と共存できる社会の実現を目指して取り組みを行います。

「お客さま本位の業務運営方針」に基づく取組み状況のご報告は、こちらに掲載しております。
https://pshoken.co.jp/company/customer_report.html

1. お客さま本位の業務運営
　私たちは、お客さまの声を真摯に受け止め、お客さまの安心につながる業務運営に努めます。

2. お客さまにとって安心につながる商品・サービスの提供
　私たちは、できるだけ多くの方が無理なく加入でき、長く続けられるような保険商品の提供を行います。

また、保険金のお支払に際し、お手続きは簡潔に、お支払は迅速に行います。

3. お客さまへの適切な情報の提供
　私たちは、お客さまやペットたちにとって安心をお届けできるよう、商品・サービス内容を明確にし、

お客さまがご判断する際に役立つ情報の提供を行います。

4. 利益相反の適切な管理
　私たちは、お客さまと利益相反が生じる可能性のある取引について、お客さまの利益が不当に害される

ことのないよう適切に把握・管理します。

5. お客さま本位の業務運営の浸透
　私たちは、お客さまに安心して過ごしていただくため、全役職員に対して研修・教育を実施し、本方針

の定着に向けた取り組みを継続して行います。

組織図お客さま本位の業務運営方針
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取 締 役 会

代 表 取 締 役

内 部 監 査 室

監 査 役 会

リスク 管 理 委 員 会保 険 計 理 人

コンプライアンス委員会

株 主 総 会

個人情報保護方針
　当社は、個人情報保護の重要性に鑑み、個人情報の
保護に関する法律（個人情報保護法）その他の関連法
令、金融分野における個人情報保護に関するガイドラ
インを遵守して、個人情報を適正に取り扱うとともに、
安全管理については、金融分野における個人情報保護
に関するガイドラインの安全管理措置等についての実
務指針に従って、適切な措置を講じます。当社は、個
人情報の取扱いが適正に行われるように、当社代理店
および当社業務に従事している者への教育・指導の徹
底に努めます。また、当社の個人情報の取扱いおよび
安全管理に係る適切な措置については、適宜見直し、
改善いたします。
　なお、本個人情報保護方針で「個人情報」とは、生
存する個人に関する以下の情報を指します。
１．当該情報に含まれる氏名、生年月日、その他の記

述等により特定の個人を識別できるもの
２．個人識別符号が含まれるもの

●個人情報の利用目的
　当社は、取得した個人情報を、以下の目的（以下「利
用目的」といいます。）に必要な範囲で利用します。利
用目的の範囲を超えて取り扱う場合は、個人情報保護
法第16条第3項各号に掲げる場合を除き、書面によ
りお客さまご本人の同意をいただいた上で行います。
１．保険契約の申込みに係る引受の審査、引受および

管理
２．保険契約にかかる付帯サービスの提供
３．�再保険契約の締結、再保険契約に基づく通知およ

び再保険金の請求
４．当社が取り扱う保険商品やサービスのご案内・提供
５．�当社グループ会社・提携先企業が取り扱う商品や

サービスのご案内
６．保険金請求に係る調査（関係先への照会を含みます）
７．保険金のお支払い
８．当社が有する債権の回収
９．保険金不正請求等の犯罪防止・排除
10．当社または当社代理店が提供する商品やサービス

等に関するアンケートの実施
11．�市場調査ならびにデータ分析やアンケートの実施

等による新たな商品やサービスの開発
12．販売網基盤(代理店等)の新設・維持管理
13．他の事業者から個人情報の処理の全部または一部につ

いて委託された場合等において委託された当該業務

14．その他、上記1. ～ 13.に付随する業務ならびにお
客さまとのお取引、および当社の業務運営を適切
かつ円滑に履行するために行う業務

●個人データの第三者への提供
　当社は、以下の場合を除いて、書面等によるご本人の
同意を得ることなく個人データを第三者に提供すること
はありません。
１．法令に基づく場合
２．他の少額短期保険会社もしくは損害保険会社等との

間で共同利用する場合
３．当社グループ会社・提携先企業との間で共同利用す

る場合
４．上記2.個人情報の利用目的を達成するために必要

な業務の全部または一部を、委託先（保険代理店を
含みます）に委託する場合

●個人データの取扱の委託
　当社は、利用目的の達成に必要な範囲において、個
人データの取扱いを外部に委託することがあります。
当社が、外部に個人データの取扱いを委託する場合に
は、委託先の選定基準を定め、あらかじめ委託先の情
報管理体制を確認する等委託先に対する必要かつ適切
な監督を行います。
　当社では、例えば次のような場合に、個人データの
取扱いを委託しています。
◦保険契約の募集に関わる業務
◦事故の受付や損害調査等に関わる業務
◦お客さまからのお問い合わせの対応に関わる業務
◦情報システムの保守･運用に関わる業務

●個人データの安全管理等
　当社は、個人情報の管理にあたっては正確かつ最新
の内容に保つよう努めます。また、取り扱う個人情報
の漏えい、改ざん、紛失、滅失またはき損の防止その
他、個人データの安全管理のため取扱規程等の整備お
よび安全管理措置に係る実施体制の整備等、十分なセ
キュリティ対策を講じています。

●少短協会e-ラーニング
　当社は、募集人のコンプライアンス教育を目的とし
て、（社）日本少額短期保険協会が運営する「少短協会 
e-ラーニング」を利用しています。

　個人情報保護方針に関する詳細は、当社ホームページ（https://pshoken.co.jp/company/privacy.
html）をご確認ください。
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リスク管理体制について
　当社では保険引受リスク、事務リスク、システムリ
スクなど様々なリスクをコントロールし、予防（早期
発見）、損失の査定・分析（正確・迅速な状況把握）、
対応策の実施（適切・迅速な対応）をするために、以
下のような体制を整えております。

●リスク管理委員会の設置
　全社的にリスク情報を把握し、その対応方針や方策
等を実施し、リスク管理に関する一元的な体制を構築
するため、「リスク管理委員会」を設置しております。
またリスク管理体制のもと、取締役会等へ正確・迅速
な報告等をしております。

●法令遵守の体制について
　当社は少額短期保険業者としての社会的責任、公共
的使命を十分認識し、お客さまをはじめ社会の信頼・
信用を確保すべく、コンプライアンス活動を推進して
おります。
　また、当社ではコンプライアンスにおいて、法令等
を厳格に遵守するのみではなく、原理原則でとらえた
健全かつ適切な業務運営を確保することにより、ご契
約者様からより高い信用と満足を頂戴することによ
り、企業価値を高めることを目標にしております。
　組織的には、取締役会およびコンプライアンス委員

会において、法令遵守は経営の最重要課題の一つとし
て認識し、積極的に取り組んでおります。また必要に
応じて顧問弁護士、外部有識者等を交えて内部統制・
牽制を図っております。
　さらに、部門長をコンプライアンス担当者として、
日常業務における各職員の教育・指導・監視の徹底を
図っております。コンプライアンス担当者はリスク管
理委員会、取締役会への報告・協議等、連携を図り効
果的、かつ機動的に運営しております。
　また、保険業法違反を中心とした不祥事故等に対し
ては、行政当局への報告・届出を含めた迅速な対応を
整備しております。

●再保険の状況
① 再保険を付する際の方針

　当社では、経営の健全化、収益の安定化を図る
ため、再保険契約を活用して主に保険リスクを軽
減させております。

② 出再保険会社の名称：トーア再保険株式会社
③ 再保険カバーの入手方法

　安定した再保険カバーを入手するため、再保険
会社の選定は、主要格付機関の格付や財務状況等
を勘案し、取締役会で決定しております。

反社会勢力への対応に関する基本方針
　当社は、社会の秩序や安全を確保するため、下記の
通り「反社会的勢力に対する基本方針」を定め、この
方針に従った対応を徹底します。

組織としての対応
　当社は、反社会的勢力による不当要求に対し、職員
の安全を確保しつつ組織として対応し、迅速な問題解
決に努めます。

外部専門機関との連携
　当社は、反社会的勢力による不当要求に備えて、平
素から警察、暴力追放運動推進センター、弁護士など
の外部専門機関と緊密な連携関係を構築します。

取引を含めた一切の関係遮断
　当社は、反社会的勢力との取引を含めた関係を遮断
し、不当要求に対しては断固として拒絶します。

有事における民事と刑事の法的対応
　当社は、反社会的勢力による不当要求に対しては、
民事と刑事の両面から法的対抗措置を講じる等、断固
たる態度で対応します。

裏取引や資金提供の禁止
　当社は、反社会的勢力に対して資金提供、不適切・
異例な取引および便宜供与は行いません。

参考当社HP　https://pshoken.co.jp/company/policy.html

コンプライアンス
●基本方針

　当会社は少額短期保険業者としての社会的責任、公

共的使命を十分認識し、お客さまをはじめ社会の信頼・

信用を確保すべく、コンプライアンス活動を推進して

いきます。

●行動規範

　この行動指針は、当会社の役職員として遵守すべき

行動を具体的に定めるものです。

1. 法令や社内規則等の遵守

　企業活動における全ての行動において、法令等の遵

守を基本原則とし、保険業法、金融商品販売法、独占

禁止法、個人情報保護法および就業規則、社内規則等

あらゆる法令・規則について、制定された目的を理解

し誠実に遵守します。

2. お客さま本位のサービス

　お客さまにとって分かりやすい商品と安心できる

サービスを提供します。また、消費者の権利などの各

種法令等を尊重し、ご意見・苦情などについては迅速

かつ丁寧な対応を行います。

3. 知的財産権などの尊重

　著作権や商標権などの知的財産権を故意に不正使用

または侵害しません。

4. 個人情報保護の徹底

　個人情報については法令、社内個人情報保護規定を

守り、安全にかつ適切な管理をいたします。

5. 人権の尊重と保護

　人権を尊重し、国籍、人種、性別、年齢、思想、宗

教、障害の有無等による差別はいたしません。

6. 働きやすい職場環境の構築

　従業員がいきいきと働ける職場環境づくりに努めま

す。 また、人材育成と公正な処遇を行い、あらゆる差

別やハラスメントを排除し、人格・個性を尊重します。

7. 公正かつ自由な競争

　お客さまの多様な価値観と需要にあわせた質の高い

商品・サービスを提供するため、公正でかつ自由な競

争の促進に努めます。

8. 適正な保険金の支払

　少額短期保険の社会性、公共性をふまえ、公正な判

断と対応を行い、適正な保険金をお支払いします。

9. 内部統制システムの強化

　経営の健全性と適切な事業運営をはかるため、ガバ

ナンスや、保険引き受けおよび資産運用等のリスク管

理などの、内部統制システムを強化します。

10. 危機管理体制の強化

　事業活動をしていくなかで、なんらかの問題が発生

した場合には、迅速に、その事実・原因を正確に把握

し、適切な対応措置をいたします。 また、再発防止

策を講じるとともに、社会的に大きな問題の場合は社

内外に的確に情報を開示し説明責任を果たします。

11. 人と動物の安全な共生社会の創造

　少額短期保険事業活動を通じて、家庭動物の健康促進

や動物医療に関する啓蒙、事故の防止や軽減など人と動

物が安全に暮らせる社会の創造に向けて積極的に取り組

みます。また、市民社会の秩序、モラルや安全に脅威を

与える反社会的勢力に対しては、介入を排除するための

具体的措置を講じ、その防止に取り組みます。

12. 社会への貢献

　人と動物の共生社会を目指し、地域社会との良好な

コミュニケーションをはかり社会の発展に貢献すると

ともに、地球環境の維持に向け積極的に取り組みます。
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役員の状況
（2023年7月1日現在）

氏　　名 地位及び担当 重要な兼職 そ　の　他

米満　明仁 代表取締役 ― ―

白倉　　公 取　締　役 ― ―

古屋　典久 取　締　役 ― ―

田中　重博 取　締　役 税　理　士 田中会計事務所

柏木　俊之 取　締　役 代表取締役 株式会社ミュゼプラチナム

能村　　智 常勤監査役 ― ―

堀江　正機 監　査　役 税　理　士 堀江税理士事務所

髙槗　秀和 監　査　役 公認会計士 髙橋公認会計士・税理士事務所

株主の状況
（2023年3月末現在）

株　　　主 保有株数 保有割合

株 式 会 社 デ ン ソ ウ シ ャ 2,700株 35.90%

米 満 明 仁 1,966株 26.14%

株 式 会 社 ピ ク シ ー 1,110株 14.76%

日 新 火 災 海 上 保 険 株 式 会 社 520株 6.91%

P e t  &  T r u s t 株 式 会 社 390株 5.19%

レ イ ス 株 式 会 社 300株 3.99%

米 満 洋 一 200株 2.66%

竹 村 愼 治 100株 1.33%

猪 又 　 司 100株 1.33%

槌 谷 寛 治 60株 0.80%

深 沢 岳 久 54株 0.72%

田 中 重 博 20株 0.27%

合　　　　　計 7,520株 100.00%

会計監査人の状況
氏名または名称

仰星監査法人

勧誘方針
　当社は、少額短期保険商品（以下「保険商品」という。）

の販売に際して、各種法令等を遵守し、次の方針にも

とづき、適正な勧誘を行います。

勧誘方針

●�保険商品の販売に際しては、保険業法、金融商品の

販売等に関する法律、その他の関係法令等を遵守し、

適正な勧誘を行ってまいります。

●�保険商品の販売に際しては、お客さまに保険商品の

内容を正しくご理解いただけるよう、わかりやすい

ご説明に努め、適正な勧誘を行ってまいります。

●�お客さまの知識、経験、財産の状況および、契約さ

れる目的を勘案し、お客さまのご意向と実情に沿っ

た保険商品をご選択いただけるよう、適切な方法に

より、勧誘を行ってまいります。

●�保険商品のご案内は、お客さまのご都合やご事情に

配慮した時間帯や方法により行ってまいります。

●�お客さまのプライバシーの保護を徹底し、お客さま

に関する情報は業務上の必要な範囲で使用し、厳重

な管理を行います。

●�保険事故が発生した際の保険金のお支払いにつきま

しては、お客さまの状況に沿って適切かつ迅速な方

法により、行ってまいります。

●�お客さまからお寄せいただきました貴重なご意見等

を保険商品の開発、改善に活かしてまいります。

資料（会社データ）

組織図
　ペットメディカルサポート株式会社は、今般、お客さま本位の業務運営方針を以下の通り定め、動物たちが安心

して人と共存できる社会の実現を目指して取り組みを行います。

「お客さま本位の業務運営方針」に基づく取組み状況のご報告は、こちらに掲載しております。
https://pshoken.co.jp/company/customer_report.html

1. お客さま本位の業務運営
　私たちは、お客さまの声を真摯に受け止め、お客さまの安心につながる業務運営に努めます。

2. お客さまにとって安心につながる商品・サービスの提供
　私たちは、できるだけ多くの方が無理なく加入でき、長く続けられるような保険商品の提供を行います。

また、保険金のお支払に際し、お手続きは簡潔に、お支払は迅速に行います。

3. お客さまへの適切な情報の提供
　私たちは、お客さまやペットたちにとって安心をお届けできるよう、商品・サービス内容を明確にし、

お客さまがご判断する際に役立つ情報の提供を行います。

4. 利益相反の適切な管理
　私たちは、お客さまと利益相反が生じる可能性のある取引について、お客さまの利益が不当に害される

ことのないよう適切に把握・管理します。

5. お客さま本位の業務運営の浸透
　私たちは、お客さまに安心して過ごしていただくため、全役職員に対して研修・教育を実施し、本方針

の定着に向けた取り組みを継続して行います。

組織図お客さま本位の業務運営方針
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直近の３事業年度における主要な業務の状況を示す指標
（単位：千円）

区　　　　分 令和２年度 令和３年度 令和４年度
経 常 収 益 7,151,508 8,905,551 10,696,772
経 常 利 益�（経常損失） 28,629 137,384 259,836
当 期 純 利 益�（純 損 失） 14,953 63,609 106,734
資 本 金 の 額 332,750 332,750 332,750
　（ 発 行 済 株 式 の 総 数 ） 7,520 7,520 7,520
保 険 業 法 上 の 純 資 産 額 200,453 278,894 403,474
総 資 産 額 1,585,716 2,168,908 2,816,329
責 任 準 備 金 残 高 266,237 419,356 617,421
有 価 証 券 残 高 ― ― ―
ソルベンシー・マージン比率 547.2% 594.9% 703.3%
配 当 性 向 ― ― ―
従 業 員 数（※1） 51名 43名 63名
正 味 収 入 保 険 料 の 額 381,066 473,460 567,559

（※1）従業員（パート除く）数は人員数を示し、役員は含まれていません。

直近の２事業年度における業務の状況
元受正味保険料

種　目
令和３年度 令和４年度

金　額 構成比 金　額 構成比

ペ ッ ト 保 険 4,734,601千円 100% 5,675,592千円 100%

そ の 他 ― ― ― ―

合　計 4,734,601千円 100% 5,675,592千円 100%

元受正味保険料＝収入保険料－解約返戻金－その他返戻金

正味収入保険料

種　目
令和３年度 令和４年度

金　額 構成比 金　額 構成比

ペ ッ ト 保 険 473,460千円 100% 567,559千円 100%

そ の 他 ― ― ― ―

合　計 473,460千円 100% 567,559千円 100%

正味収入保険料＝（収入保険料－解約返戻金－その他返戻金）－（再保険料－再保険返戻金）

支払再保険料

種　目
令和３年度 令和４年度

金　額 構成比 金　額 構成比

ペ ッ ト 保 険 4,261,140千円 100% 5,108,033千円 100%

そ の 他 ― ― ― ―

合　計 4,261,140千円 100% 5,108,033千円 100%

支払再保険料＝再保険料－再保険返戻金－その他の再保険収入

従業員の状況
区　分 前期末 当期末 当期増減 平均年齢（当期末）

従業員 43名 63名 20名 36.9

資料（業績データ）
直近の事業年度（令和４年度）における業務の概況

１　少額短期保険業者の現況に関する事項

(1)　事業の経過及び成果等

（事業の経過及び成果）

　当期におけるわが国経済は、緩やかに持ち直しの

動きがみられたものの、新型コロナウイルス 感染症、

物価上昇、供給面での制約および金融資本市場の変動

等の影響により厳しい状況が続きました。ペット保険

の市場規模は拡大傾向にあり、徐々に上昇しているも

ののペット保険の普及率はそれほど高いとは言えず、

今後もペット保険の契約数については普及率の上昇に

よる増加が見込まれます。

　このような状況下で、ペット保険を専業としてい

る当社は、昨年に引き続き、ＰＳ保険(家庭動物保

険)をインターネット市場にて販売することに注力

し、当期末の保有契約件数は187,146件(前期末

159,543件)となりました。

　この結果、当期の経常収益は10,696百万円(前期

8,905百万円)、経常費用は10,436百万円（前期

8,768百万円）、経常利益は259百万円（前期137

百万円）となりました。また、当期純利益は106

百万円（前期63百万円）となりました。

　ソルベンシー・マージン比率は703.3％となり、

保険金支払いに問題のない充分な支払余力を保持して

います。

（対処すべき課題）

　我々の創業の思い「動物たちが安心して人と共存で

きる社会の実現」を目指し、ペット保険及び当社の認

知度の向上を目指した取組みを継続いたします。ま

た、保有契約件数の増加に伴う契約管理等の業務増加

に対し、システム化の推進および業務効率化等、内部

体制の整備を行い顧客満足度の向上を図ってまいりま

す。
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再保険に付した部分の控除を考慮しない発生損害額及び損害調査費の合計額の既経過
保険料に対する割合及び事業費の既経過保険料に対する割合並びにその合算率

種　目
令和３年度 令和４年度

発生損害率 事業費率 合算率 発生損害率 事業費率 合算率

ペット保険 53.2% 45.8% 99.0% 54.4% 41.4% 95.8%

そ の 他 ― ― ― ― ― ―

合　計 53.2% 45.8% 99.0% 54.4% 41.4% 95.8%

出再を行った再保険会社の数と出再保険料の割合
令和３年度 令和４年度

出 再 先 保 険 会 社 の 数 1 1

出 再 保 険 料 の 割 合 100.0％ 100.0%

支払い再保険料の格付ごとの割合

格付区分
出再保険料における割合

令和３年度 令和４年度

Ａ 以 上 100.0％ 100.0％

そ の 他 ― ―

合　　　計 100.0％ 100.0％
格付区分は、スタンダード＆プアーズ社の格付を使用しております。

未収再保険金の額

種　　目
未収再保険金

令和３年度 令和４年度

ペ ッ ト 保 険 513,081千円 680,069千円

そ の 他 ― ―

合　　　計 513,081千円 680,069千円

契約者配当金の額……………該当事項はありません。

支払備金

種　目
令和３年度 令和４年度

金　額 構成比 金　額 構成比

ペ ッ ト 保 険 122,041千円 100% 150,364千円 100%

そ の 他 ― ― ― ―

合　計 122,041千円 100% 150,364千円 100%

保険引受利益

種　目
令和３年度 令和４年度

金　額 構成比 金　額 構成比

ペ ッ ト 保 険 137,379千円 100% 259,826千円 100%

そ の 他 ― ― ― ―

合　計 137,379千円 100% 259,826千円 100%

保険引受利益＝保険引受収益から保険引受費用、営業費及び一般管理費を控除しその他の収支を加味したもの

正味支払保険金

種　目
令和３年度 令和４年度

金　額 構成比 金　額 構成比

ペ ッ ト 保 険 1,071千円 100% 25,478千円 100%

そ の 他 ― ― ― ―

合　計 1,071千円 100% 25,478千円 100%

正味支払保険金＝支払保険金－回収再保険金

元受正味保険金

種　目
令和３年度 令和４年度

金　額 構成比 金　額 構成比

ペ ッ ト 保 険 2,163,606千円 100% 2,736,550千円 100%

そ の 他 ― ― ― ―

合　計 2,163,606千円 100% 2,736,550千円 100%

元受正味保険金＝元受保険金−保険金戻入

回収再保険金

種　目
令和３年度 令和４年度

金　額 構成比 金　額 構成比

ペ ッ ト 保 険 2,162,534千円 100% 2,711,072千円 100%

そ の 他 ― ― ― ―

合　計 2,162,534千円 100% 2,711,072千円 100%

正味損害率及び正味事業費率並びにその合算率

種　目
令和３年度 令和４年度

正味損害率 正味事業費率 合算率 正味損害率 正味事業費率 合算率

ペット保険 0.2% 32.4% 32.6% 4.5% 9.9% 14.4%

そ の 他 ― ― ― ― ― ―

合　計 0.2% 32.4% 32.6% 4.5% 9.9% 14.4%
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利息及び配当金収入ならびに運用利回り

種　目
令和３年度 令和４年度

金　　　額 運用利回り 金　　　額 運用利回り

現 預 金 5千円 0.001% 10千円 0.001%

金 銭 信 託 ― ― ― ―

国 債 ― ― ― ―

地 方 債 ― ― ― ―

政 府 保 証 債 ― ― ― ―

そ の 他 ― ― ― ―

【運用資産計】 5千円 0.001% 10千円 0.001%

保有有価証券の種類別の残高及び合計に対する構成比……………該当事項はありません。

保有有価証券の種類別の利回り………………………………………………該当事項はありません。

保有有価証券の種類別の残存期間別残高…………………………………該当事項はありません。

責任準備金の残高
責任準備金の残高内訳

区　分 普通責任準備金 異常危険準備金 契約者配当準備金 合計

ペ ッ ト 保 険 514,830千円 102,590千円 ― 617,421千円

そ の 他 ― ― ― ―

計 514,830千円 102,590千円 ― 617,421千円

責任準備金

種　目
令和３年度 令和４年度

金　額 構成比 金　額 構成比

ペ ッ ト 保 険 419,356千円 100% 617,421千円 100%

そ の 他 ― ― ― ―

合　計 419,356千円 100% 617,421千円 100%

利益準備金および任意積立金の区分ごとの残高……………該当事項はありません。

損害率の上昇に対する経常利益又は経常損失の額の変動
損害率上昇のシナリオ 発生損害率が1％上昇すると仮定

計算方法 増加する発生損害額＝既経過保険料×1％
経常利益の減少額＝増加する発生損害額

経常利益の減少額
令和３年度 令和４年度

4,597千円 5,553千円

資産運用の概況

種　目
令和３年度 令和４年度

金　額 構成比 金　額 構成比

現 預 金 826,753千円 38.1% 1,243,583千円 44.1%

金 銭 信 託 ― ― ― ―

国 債 ― ― ― ―

地 方 債 ― ― ― ―

政 府 保 証 債 ― ― ― ―

そ の 他 ― ― ― ―

【運用資産計】 826,753千円 38.1% 1,243,583千円 44.1%

総 資 産 2,168,908千円 100.0% 2,816,329千円 100.0%
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令和４年度貸借対照表に関する注記

1.会計方針に関する事項
（1）固定資産の減価償却の方法
　①有形固定資産

　定率法によっております。ただし、建物及び平
成28年４月1日以降に取得した建物付属設備に
ついては定額法によっております。

　②無形固定資産
　定額法によっております。
　なお、自社利用のソフトウェアについては、社
内における利用可能期間（5年）に基づく定額法
によっております。

（2）賞与引当金の計上基準
　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将
来の支給見込額のうち当期負担額を計上しております。

（3）消費税等の会計処理
　消費税等の会計処理は、税込方式によっております。

2.会計上の見積りについて
　会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類に
その額を計上した項目であって、翌事業年度に係る計
算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次
のとおりです。

（1）繰延税金資産
　①当事業年度に係る計算書類に計上した額
　　38,934千円
　②見積内容に関する情報

　繰延税金資産は、将来の事業計画に基づく課税
所得の発生時期及び金額によって見積もっていま
す。また、将来の不確実な経済条件の変動によっ
て影響を受ける可能性があり、翌事業年度の計算
書類において、繰延税金資産の金額に重要な影響
を与える可能性があります。

3.会計方針の変更等に関する事項
　「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会
計基準適用指針第31号 2021年６月17日、以下
「時価算定会計基準適用指針」という。）を当事業年度
の期首から適用し、時価算定適用指針第27-2項に定
める経過的な取り扱いに従って、時価算定会計基準適
用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって、適
用することといたしました。これによる計算書類に与
える影響はありません。

4. �金融商品の状況に関する事項及び金融商品
の時価等に関する事項

（1）金融商品の状況に関する事項
　当社は、少額短期保険業を行っており、資産の運用
においては運用資金の性格を考慮し、「安全性」「収益
性」「流動性」「公共性」を総合的に判断し、社会・公
共の福祉に資するような資産運用を目指しておりま
す。おもな運用手段は預貯金等であり、市場関連リス
クや信用リスクに晒されております。リスク管理を含
めた資産運用状況については、取締役会へ月次で報告
しております。

（2）金融商品の時価等に関する事項
　現金は注記を省略しており、預貯金及び未収保険料
は短期間で決済されるため時価が帳簿価額と近似する
ことから、注記を省略しております。

５. 有形固定資産の減価償却累計額は10,528千円です。

６. 繰延税金資産の発生の主な原因は、責任準備金です。

７. 支払備金の内訳
普通支払備金� 112,580 千円
既発生未報告損害� 1,391,064 千円
　　計� 1,503,644 千円
同上に係る出再支払備金� 1,353,280 千円
　　差引� 150,364 千円

８. 責任準備金の内訳
　普通責任準備金の内訳
　　普通責任準備金� 2,134,179 千円
　　同上に係る出再普通責任準備金�1,619,348 千円
　　　　差引� 514,830 千円
　異常危険準備金
　　異常危険準備金� 739,638 千円
　　同上に係る出再異常危険準備金� 637,048 千円
　　　　差引� 102,590 千円

９. 1株当たりの純資産額は、33,784円71銭です。

直近の２事業年度における財産の状況
計算書類

貸借対照表� （単位：千円）

科　　目 令和３年度末 令和４年度末 科　　目 令和３年度末 令和４年度末

（資産の部） （負債の部）

現 金 及 び 預 貯 金 826,753 1,243,583 保 険 契 約 準 備 金 541,398 767,785

現 金 101 133 支 払 備 金 122,041 150,364

預 貯 金 826,652 1,243,449 責 任 準 備 金 419,356 617,421

預 け 金 ― 6,251 普通責任準備金 334,610 514,830

有 形 固 定 資 産 15,196 14,859 異常危険準備金 84,745 102,590

建 物 13,039 11,881 代 理 店 借 26,491 27,848

その他の有形固定資産 2,156 2,977 再 保 険 借 1,124,033 1,350,462

無 形 固 定 資 産 31,028 13,140 そ の 他 負 債 271,336 357,349

ソ フ ト ウ ェ ア 24,654 13,140 未 払 法 人 税 等 61,684 115,270

その他の無形固定資産 6,374 ― 未 払 金 63,101 63,347

再 保 険 貸 1,060,384 1,288,569 預 り 金 4,356 5,379

そ の 他 資 産 177,949 177,991 仮 受 金 142,194 173,351

未 収 金 171 291 賞 与 引 当 金 11,500 12,000

未 収 保 険 料 107,365 112,495 負 債 の 部 合 計 1,974,759 2,515,445

前 払 費 用 6,992 6,587 （純資産の部）

そ の 他 の 資 産 63,420 58,616 資 本 金 332,750 332,750

繰 延 税 金 資 産 28,595 38,934 資 本 剰 余 金 65,750 65,750

供 託 金 29,000 33,000 資 本 準 備 金 65,750 65,750

利 益 剰 余 金 △204,350 △97,616

その他利益剰余金 △204,350 △97,616

繰越利益剰余金 △204,350 △97,616

株 主 資 本 合 計 194,149 300,883

純 資 産 の 部 合 計 194,149 300,883

資 産 の 部 合 計 2,168,908 2,816,329 負債及び純資産の部合計 2,168,908 2,816,329
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令和４年度損益計算書に関する注記

１. 主な収益及び費用に関する内訳
（1）正味収入保険料

　　保険料� 5,709,690 千円

　　再保険返戻金� 30,688 千円

　　　　計� 5,740,378 千円

　　出再保険料� 5,138,721 千円

　　解約返戻金等� 34,097 千円

　　　　差引� 567,559 千円

（2）正味支払保険金

　　保険金等� 2,736,550 千円

　　回収再保険金� 2,711,072 千円

　　　　差引� 25,478 千円

2.支払備金繰入額
　　支払備金繰入額� 283,226 千円

　　出再支払備金繰入額� 254,903 千円

　　　　差引� 28,322 千円

３.責任準備金繰入額（△は責任準備金戻入額）
普通責任準備金繰入額

普通責任準備金繰入額� 512,189千円

出再普通責任準備金繰入額� 331,970千円

　　差引� 180,219千円

異常危険準備金繰入額

異常危険準備金繰入額� 171,085 千円

出再異常危険準備金繰入額� 153,241 千円

　　差引� 17,844 千円

４.利息及び配当金収入
　資産運用収益は全て預貯金利息です。

５. １株当たり情報
　1株当たり当期純利益� 14,193円46銭

６. 関連当事者との取引は以下の通りです。

属　性 会社等の名称 議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
との関係

役員が議決権の
過半数を

有している会社
株式会社
ピクシー 14.76％ 業務委託、出向

取引の内容 取引金額（千円） 科　目 期末残高（千円）

広告業務の委託 1,015,791 未 払 金 15,641

代理店手数料 193,168 代理店借 18,534

出向料の受取    4,801 未 収 金 106

取引条件及び取引条件の決定方針等

　当社と関連を有しない他の事業者との条件を

参考に交渉の上、決定しております。

7. 減損損失
　当社は、以下の資産グループについて減損損失を計

上しております。

場所 用途 種類 金額（百万円）

東京都港区 遊休資産 ソフトウェア 14

（資産のグルーピングの方法）

　当社は、主として全社をグルーピングの基礎とし、

遊休資産については前期グルーピングから区別してグ

ルーピングを行っております。

（減損損失の認識に至った経緯及び回収可能額の算定

方法）

　当社の遊休資産については、これまでに開発に要し

た費用について「固定資産の減損に係る会計基準」に

基づいて回収可能性を検討し、今後の利用見込み等を

勘案した結果、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、

当期減少額を減損損失として特別損失に計上しており

ます。

損益計算書� （単位：千円）

科　　目 令和３年度 令和４年度

経 常 収 益 8,905,551 10,696,772

保 険 料 等 収 入 8,905,506 10,696,445

保 険 料 4,760,637 5,709,690

再 保 険 収 入 4,144,869 4,986,754

回 収 再 保 険 金 2,162,534 2,711,072

再 保 険 手 数 料 1,958,902 2,244,994

再 保 険 返 戻 金 23,432 30,688

資 産 運 用 収 益 5 10

利 息 及 び 配 当 金 等 収 入 5 10

そ の 他 経 常 収 益 40 316

経 常 費 用 8,768,167 10,436,935

保 険 金 等 支 払 金 6,474,216 7,909,369

保 険 金 等 2,163,606 2,736,550

解 約 返 戻 金 等 26,036 34,097

再 保 険 料 4,284,573 5,138,721

責 任 準 備 金 等 繰 入 額 181,718 226,387

支 払 備 金 繰 入 額 28,599 28,322

責 任 準 備 金 繰 入 額 153,119 198,064

事 業 費 2,112,232 2,300,942

営 業 費 及 び 一 般 管 理 費 2,093,163 2,281,456

税 金 10,693 11,522

減 価 償 却 費 8,374 7,963

そ の 他 経 常 費 用 0 236

そ の 他 の 経 常 費 用 0 236

経 常 利 益 137,384 259,836

特 別 損 失 ― 14,135

減 損 損 失 ― 14,135

税 引 前 当 期 純 利 益 137,384 245,701

法 人 税 及 び 住 民 税 70,415 149,305

法 人 税 等 調 整 額 3,359 △10,338

法 人 税 等 合 計 73,774 138,966

当 期 純 利 益 63,609 106,734

29 30

５ 

資
料
（
業
績
デ
ー
タ
）



キャッシュ・フロー計算書� （単位：千円）

科　　　目 令和３年度 令和４年度

営業活動によるキャッシュ・フロー

保 険 料 の 収 入 4,921,523 5,735,718

再 保 険 収 入 3,949,277 4,758,570

保 険 金 等 支 払 に よ る 支 出 △2,163,606 △2,742,802

解約返戻金等支払による支出 △26,036 △34,097

再 保 険 料 支 払 に よ る 支 出 △4,088,167 △4,912,292

事 業 費 の 支 出 △2,092,563 △2,287,051

そ の 他 △130 1,340

小　　　計 500,297 519,384

利 息 及 び 配 当 金 等 の 受 取 額 5 10

利 息 の 支 払 額 − −

法 人 税 等 の 支 払 額 △31,466 △95,889

営業活動によるキャッシュ・フロー 468,836 423,268

投資活動によるキャッシュ・フロー

そ の 他 △2,653 △6,438

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,653 △6,438

財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー − −

現金及び現金同等物に係る換算差額 − −

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 減 額 466,182 416,829

現 金 及 び 現 金 同 等 物 期 首 残 高 380,570 826,753

現 金 及 び 現 金 同 等 物 期 末 残 高 826,753 1,243,583

キャッシュ・フロー計算書注記　
　現金及び現金同等物は、手許預現金及び要求払い預金です。

株主資本等変動計算書
令和３年度� （単位：千円）

株　主　資　本

純資産
合計資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計資本準備金 資本剰余金

合計

その他
利益剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

当 期 首 残 高 332,750 65,750 65,750 △267,960 △267,960 130,539 130,539
当 期 変 動 額                     

当 期 純 利 益          63,609 63,609 63,609 63,609
株主資本以外
の項目の当期
変動額（純額）

                    

当 期 変 動 額
合 計          63,609 63,609 63,609 63,609

当 期 末 残 高 332,750 65,750 65,750 △204,350 △204,350 194,149 194,149

令和４年度� （単位：千円）

株　主　資　本

純資産
合計資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計資本準備金 資本剰余金

合計

その他
利益剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

当 期 首 残 高 332,750 65,750 65,750 △204,350 △204,350 194,149 194,149
当 期 変 動 額                     

当 期 純 利 益          106,734 106,734 106,734 106,734
株主資本以外
の項目の当期
変動額（純額）

                    

当 期 変 動 額
合 計          106,734 106,734 106,734 106,734

当 期 末 残 高 332,750 65,750 65,750 △97,616 △97,616 300,883 300,883

令和４年度株主資本等変動計算書に関する注記  
1.発行済み株式の種類及び総数

株式の種類 当期首株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数
普通株式 6,020株 0株 0株 6,020株
種類株式 1,500株 0株 0株 1,500株
合　　計 7,520株 0株 0株 7,520株

2.新株予約権の目的となる株式の種類及び総数の内訳

区分 新株予約権の内訳
新株予約権の目的と
なる株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数
当期首 増加 減少 当期末

提出会社 ストックオプションとしての第一回 普通株式 260株 0株 0株 260株
提出会社 ストックオプションとしての第二回 普通株式 490株 0株 0株 490株

合　　計 750株 0株 0株 750株
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保険金等の支払能力の充実の状況
ソルベンシー・マージン比率� （単位：千円、％）

項　　　　目 令和３年度末 令和４年度末
（A）ソルベンシー・マージン総額　 278,894 403,474

①純資産の部合計（社外流出予定額、評価・換算差額等及び繰延資産を除く。） 194,149 300,883
②価格変動準備金 ― ―
③異常危険準備金 84,745 102,590
④一般貸倒引当金 ― ―
⑤その他有価証券の評価差額（税効果控除前）（99％又は100％） ― ―
⑥土地含み損益（85％又は100％） ― ―
⑦契約者配当準備金の一部（除、翌期配当所要額） ― ―
⑧将来利益 ― ―
⑨税効果相当額 ― ―
⑩負債性資本調達手段等 ― ―

告示（第14号）第２条第３項第５号イに掲げるもの（⑩（a）） ― ―
告示（第14号）第２条第３項第５号ロに掲げるもの（⑩（b）） ― ―

⑪控除項目（－） ― ―
（B）リスクの合計額√[Ｒ1

2+Ｒ2
2]+Ｒ3+Ｒ4　 93,759 114,736

保険リスク相当額 77,246 93,395
Ｒ1　一般保険リスク相当額 77,246 93,395
Ｒ4　巨大災害リスク相当額　 ― ―

Ｒ2　資産運用リスク相当額 46,288 58,455
価格変動等リスク相当額 ― ―
信用リスク相当額 8,266 12,434
子会社等リスク相当額 ― ―
再保険リスク相当額 27,417 33,135
再保険回収リスク相当額 10,603 12,885

Ｒ3　経営管理リスク相当額　 3,706 4,555
ソルベンシー・マージン比率　（A）/｛（1/2）×（B）｝ 594.9% 703.3%

時価情報等（取得価額または契約価額、時価および時価損益）
有価証券
①売買目的有価証券…………………………該当事項はありません。

②満期保有目的の債券………………………該当事項はありません。

③子会社株式及び関連会社株式……………該当事項はありません。

④その他有価証券……………………………該当事項はありません。

金銭の信託 ………………………………該当事項はありません。

その他
　当社は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、保険業法272条の17の規定により公衆の縦覧に供す

る書類のうち、貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書について、当社の会計監査人である仰星監査法

人の監査を受けております。
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